
富山市建設工事共同企業体取扱要領 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、富山市が発注する建設工事に係る共同企業体の取扱いに関し、必要

な事項を定める。 

 （共同企業体の運営形態等） 

第２条 共同企業体の運営形態は、各構成員が一体となって工事を施工する共同施工方式

とする。 

２ 各構成員は、建設工事の請負契約の履行に関し、連帯して責任を負うものでなければ

ならない。 

３ 出資割合は、各構成員が共同企業体として施工する工事に関与する割合を反映するも

のでなければならない。 

 （共同企業体の種類） 

第３条 共同企業体は、市が発注する工事ごとに結成される特定建設工事共同企業体（以

下「共同企業体」という。）とする。 

 （結成） 

第４条 共同企業体は、次の各号を目的として結成するものとする。 

  (1) 市内に主たる営業所を有する業者（以下「市内業者」という。）の大規模工事の確

実な施工、技術の補完及び円滑な工事の施工 

 (2) 市外に主たる営業所を有する業者（以下「市外業者」という。）と市内業者による

確実な施工及び両者の技術交流 

２  共同企業体は自主結成方式とする。 

 （入札参加手続） 

第５条 共同企業体の入札参加手続については、富山市建設工事競争入札参加資格者選定

要綱（平成２０年富山市告示第５８３号。以下「選定要綱」という。）第１１条第２項

の規定に基づき申請をし、審査を受けるものとする。 

 （申請要件） 

第６条 共同企業体の資格審査の申請をするものは、次の各号に掲げる要件を満たしてい

なければならない。 

 (1) 構成員は、原則として市内業者に対して選定要綱第５条に基づいて行う格付におい

て、Ｂ等級以上の格付を有する者又はそれに準ずる者であること。 

 (2) 構成員は、５業者以内であること。 

 (3) すべての構成員は、資格審査を申請しようとする建設工事の種類について、建設工

事競争入札参加資格者名簿に登載されたものであること。 

２ 構成員は、同一工事について他の共同企業体の構成員になることができない。 

 （資格審査の方法） 

第７条 共同企業体の資格審査の方法は、業種別に次の各号に掲げるところにより算定す

る客観的事項に対する付与点数（以下「客観点数」という。）及び主観的事項に対する



付与点数（以下「主観点数」という。）を合計したもの（以下「総合点数」という。）

により行う。ただし、構成員に建設業法 (昭和２４年法律第１００号) 第３条第１項に

規定する主たる営業所を富山市の区域以外に有する入札参加資格申請者がある場合にあ

っては、第１号に掲げる客観点数のみ算定する。 

(1) 客観点数は、建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及び基準を定

める件（平成２０年１月３１日国土交通省告示第８５号）の基準により、次に掲げ

る数値を用いて審査し、建設業法施行規則(昭和２４年建設省令第１４号)第２１条

の３によって算出された点数とする。 

  ア 経営規模 

(ア) 許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均完成工事高 

  各構成員の許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均完成工事高

をそれぞれ合計したもの 

(イ) 自己資本額及び平均利益額 各構成員の自己資本額及び平均利益額をそれ

ぞれ合計したもの 

イ 経営状況 各構成員について算定される経営状況分析の評点の平均値 

ウ 技術力 各構成員の許可を受けた建設業の種類別の技術職員の数及び許可を受け

た建設業の種類別年間平均元請完成工事高をそれぞれ合計したもの 

エ その他の審査項目(社会性等) 各構成員について算定されるその他の審査項目(

社会性等)の評点の平均値 

(2) 主観点数は、次に掲げる数値を富山市請負工事等入札参加者資格審査委員会審議要

領第５第２項に定める別表１により審査し、その評点を合計したものとする｡ 

ア 市工事成績 各構成員の市工事成績の平均値 

イ 市工事経歴 各構成員の市工事経歴を合計したもの 

ウ 信用状況 各構成員の信用状況の評点の平均値 

エ 社会的貢献の状況 各構成員の社会的貢献状況の評点の平均値 

(3) 等級格付の方法は、富山市請負工事等入札参加者資格審査委員会審議要領第６の規

定を準用する｡ 

（対象工事） 

第８条 次の各号に掲げる規模の工事については、原則として共同企業体方式を活用する。 

 (1) 土木工事 概ね     １億円以上 

 (2) 建築工事 〃   １億５千万円以上 

 (3) 電気工事 〃     ８千万円以上 

 (4) 管工事  〃     ８千万円以上 

 (5) 造園工事 〃     ８千万円以上 

 (6) その他  〃     ８千万円以上 

２ 前項各号に掲げる規模に満たない工事にあっても、地域の実情等を勘案し、競争性の

確保を図る必要があると認められる場合や、市内業者の技術力の向上に資すると認めら

れる場合には、共同企業体方式を活用できる。このとき、当該工事を単独で確実かつ円

滑に施工できる入札参加資格者（原則として、市内業者に限る。）の入札参加を妨げる



ものではない。 

３ 第１項各号のいずれにも該当しない工事であって、円滑な工事の施工等のために必要

と認められる場合には、共同企業体方式を活用できる。 

 （構成） 

第９条 共同企業体の構成は、次のとおりとする。 

 (1) 市内業者のみによるもの 

 市内業者単独では、施工が困難である特殊工事及び大規模工事で、市内業者が共同

することにより施工が可能と認められる場合  

(2) 市外業者と市内業者によるもの 

   市内業者又はその共同企業体方式では施工が困難である特殊工事及び大規模工事で、

市外業者と市内業者が共同することにより、工事の確実な施工が図られ、市内業者の

技術力の向上に資すると認められる場合 

  (3) 市外業者のみによる共同企業体は、原則として認めない。 

 （共同企業体の発注基準） 

第１０条 共同企業体の契約方法別・業種別・金額別発注基準は別表のとおりとする。 

 （出資割合の指導等） 

第１１条 出資割合が、一構成員に極端に偏っていて、共同企業体方式と認め難い場合に

は、当該共同企業体の構成員に対して適正な出資割合となるよう指導する。 

２ 前項の指導に応じない構成員による共同企業体は、入札に参加することができない。 

 （共同企業体に対する通知等） 

第１２条 共同企業体に対する各種通知並びに工事の監督及び請負代金の支払等の契約に

基づく行為については、すべて共同企業体の代表者を相手方とし、代表者へ通知等を行

った事項は他の構成員にも通知等を行ったものとする。 

 （その他） 

第１３条 この要領に定めるもののほか、共同企業体の取扱いに関し、必要な事項は、富

山市請負工事等入札参加者資格審査委員会が別に定める。 

   附 則 

 この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の富山市建設工事共同企業体取扱要領第７条第１号の規定は、経営事項審査

を平成２０年４月１日以後に申請したものについて適用し、同日前に申請したものに

ついては、なお従前の例による。 

附 則 

この要領は、平成２０年１１月１日から施行する。 



  附 則 

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 



別表　共同企業体の契約方法別・業種別・金額別発注基準（第１０条関係）

金額 建築
上下水道処理施設関連の
電気・機械器具設置

その他
建設コンサルタント業務
等

市外２者・市内３者

５０億円
（５者ＪＶ）

市外１者・市内３者

２０億円
（４者ＪＶ）

市外１者・市内２者

１０億円

（３者ＪＶ）

市内３者

５億円

３億円

２億円

1億５千万円

１億円

８千万円

２千万円

１千万円

130万円

50万円

随意契約

土木 電気・管・造園

条
件
付
き
一
般
競
争
入
札
（

電
子
入
札
及
び
郵
便
入
札
）

同左

条
件
付
き
一
般
競
争
入
札
（

電
子
入
札
及
び
郵
便
入
札
）

市外１者・市内３者

（Ａ－Ａ－Ａ等級又はＡ－
Ａ－Ｂ等級の３者ＪＶ）

市内２者
（Ａ－Ａ等級又はＡ－Ｂ

等級の２者ＪＶ）

条件付き一般競争入札
（電子又は郵便入札）

４者ＪＶ
（市内３者以上）

指名競争入札
（電子又は郵便入札）

同左

同左
（４者ＪＶ）

市内３者
（Ａ－Ａ－Ａ等級又はＡ－
Ａ－Ｂ等級の３者ＪＶ）

市内２者
（Ａ－Ａ等級又はＡ－Ｂ

等級の２者ＪＶ）

市内３者 ３者ＪＶ
（Ａ－Ａ－Ａ等級又はＡ－
Ａ－Ｂ等級の３者ＪＶ）

（市内２者以上）

※１

市内２者
（Ａ－Ａ等級又はＡ－Ｂ

等級の２者ＪＶ）

２者ＪＶ 市内２者
（２者ＪＶ）

同左

（市内１者以上）

条件付き一般競争入札
同左 同左

指名競争入札
同左

（電子又は郵便入札）

又は条件付き一般競争入札
（電子又は郵便入札）

同左 同左 同左 同左

同左

※１　建築の１億円以上１億５千万円未満の工事では、地域の実情等を勘案し、競争性の確保を図る必要があると認められる場合や、市内業者の技術力
の向上に資すると認められる場合には、共同企業体方式を活用することができる。このとき、当該工事を単独で確実に施工できる入札参加資格者（原則
として、市内業者に限る。）の入札参加を妨げない。

指名競争入札

随意契約 同左 同左 同左

（試行）
条件付き一般競争入札
（電子又は郵便入札）


